
 

 

 

令和７年度 事業計画案及び収支予算案について 

 

 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成 19年法律第 59号）第６

条第１項の規定及び熊本県地域公共交通協議会規約に基づき、次の事業を実施

する。 

 

１ 次期熊本県地域公共交通計画の策定 

 

２ 事業の実施状況の把握及び計画の変更のための協議 

（１）熊本県、市町村、交通事業者における事業の実施状況の把握 

（２）計画の目標達成に向けた数値指標のモニタリング・評価 

    ・指標Ⅰ：路線バスの年間輸送人員 

    ・指標Ⅱ：鉄道の年間輸送人員 

    ・指標Ⅲ：路線バスの収支率 

    ・指標Ⅳ：鉄道の収支率 

    ・指標Ⅴ：路線バス利用者一人当たりの行政負担額 

    ・指標Ⅵ：複数市町村にまたがる地域公共交通計画の数 

    ・指標Ⅶ：コミュニティ交通施策の新規導入・サービス見直しを行った市町村数 

    ・指標Ⅷ：コミュニティ交通の年間利用者数 

    ・指標Ⅸ：県民アンケートにおける公共交通に対する県民満足度 

 

３ 熊本県地域公共交通計画に位置づけられた事業の推進に資するもの 

（１）コミュニティ交通導入に係る地域公共交通担当者研修会の実施 

   研修機会の充実を図るため複数回の開催を予定 

 

４ その他協議会の目的を達成するために必要な事項 

 

資料２ 



○歳入 （単位：円）

本年度予算額 前年度予算額 増　減

1 11,021,000 1,105,000 9,916,000

2 5,000,000 0 5,000,000

3 2,031,590 1,926,449 105,141

4 0 0 0

18,052,590 3,031,449 15,021,141

○歳出 （単位：円）

本年度予算額 前年度予算額 増　減

会議費 809,000 809,000 0

事務費 327,000 327,000 0

2 15,716,000 800,000 14,916,000

3 0 0 0

4 1,200,590 1,095,449 105,141

18,052,590 3,031,449 15,021,141

令和7年度　収支予算書（案）

科　　目

合　　計

合　　計

諸収入

繰越金

補助金

負担金

運営費1

事業費

諸支出金

予備費

科　　目 備　　考

熊本県からの負担金

地域公共交通調査事業計画策定
事業（国庫補助金）

前年度繰越金

備　　考

・計画策定支援業務委託料
（14,916千円）
・熊本県地域公共交通担当者研修
会（800千円）

委員報酬、費用弁償、会場使用料

旅費、一般需用費

 


